
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

課長：黒田 和彦 （担当）伊藤 一紀

電話：026-235-7039（直通） 

    026-232-0111（内線 2062） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

２月県議会定例会に提出する平成２１年度当初予算案につきまして､

現在知事査定を行っております。 

本日行った知事査定で内容が固まった事業の概要を別紙のとおりお

知らせいたします。 

当初予算案全体の概要は、２月９日（月）の部局長会議で決定した上

で発表する予定です。 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 21 年（2009 年）２月２日

平成２１年度当初予算の知事査定結果《速報(第３回)》について 



部　局　名：　総　務　部

未利用県有地有効活用事業 7803万円 
費

管財課
 FAX 026-235-7474 ［　1億2587万4千円］
 E-mail kanzai@pref.nagano.jp

賦課徴収体制充実強化 3803万5千円 
事業費

税務課
 FAX 026-235-7497 [　0円]
 E-mail zeimu@pref.nagano.jp

広報・広聴事業費 1億7917万2千円 

広報課
 FAX 026-235-7026 ［　1億9100万1千円］
 E-mail koho@pref.nagano.jp

事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

  財産の有効活用を図るため、今後利用する見込
みのない県所有の土地・建物について、民間への
売却等を行います。

  事務の効率化を図るため、課税体制の一部を集
約化します。また、県税の未収金縮減を図るため、
徴収体制を地域担当型から機能分担型に切り替え
るとともに一部機能の外部委託を行います。

１　広報事業
　　　県の施策等を県民に理解していただくため、
　　様々な媒体を活用して効果的に広報活動を行
　　います。

　(1)新聞

　(2)ﾃﾚﾋﾞ
  　･ﾗｼﾞｵ
　(3)ｹｰﾌﾞﾙ
  　ﾃﾚﾋﾞ
　(4)ﾎｰﾑ
  　ﾍﾟｰｼﾞ

毎月第４土曜日に「広報ながのけん」
を新聞に掲載して、県の施策やお知
らせをお伝えします。
広報番組やお知らせを放送します。

広報番組を放送します。

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで県の施策やお知らせを
お伝えします。

２　広聴事業
　　　県民の県政に対する意見、要望等を把握し、
　　施策等に反映させるため、広聴活動を行いま
    す。
　(1)各種
     広聴
　(2)県民と
  　 の協働

車座集会、信州・フレッシュ目安箱、
県政世論調査などを行います。
県政出前講座などを行います。

新



事　　　　業　　　　名 予　算　額
［平成20年度当初予算額]

事　　　業　　　内　　　容

　

私立学校教育振興費補助金 56億6608万8千円 

・ 私立高等学校
・ 私立中学校
・ 私立小学校
・ 私立幼稚園

情報公開・私学課 ・ 私立専修学校
 FAX 026-235-7370 ［　57億4565万9千円］ ・ 私立外国人学校
 E-mail kokai@pref.nagano.jp 補助率 定額

私立高等学校授業料等軽減 1億7153万4千円 
事業補助金

軽減の対象となる要件
・ 生活保護法の要保護者

情報公開・私学課 ・ 母（父）子家庭で生活が著しく困難
 FAX 026-235-7370 ［　1億6575万円］ ・ 所得が一定の基準以下 など
 E-mail kokai@pref.nagano.jp

市町村合併特例交付金 7億2000万円 

・ 交付対象市町村
長野市、松本市、上田市、飯田市、伊那市、
中野市、大町市、塩尻市、佐久市、千曲市、
東御市、安曇野市、佐久穂町、長和町、

市町村課 阿智村、木曽町、筑北村、飯綱町
 FAX 026-232-2557 ［　6億2792万円］
 E-mail shichoson@pref.nagano.jp

地域発　元気づくり支援金 10億円 

市町村課
 FAX 026-232-2557 ［　10億円］
 E-mail shichoson@pref.nagano.jp

7446万5千円
20億5206万8千円

284万2千円

  私学教育の振興と保護者負担の軽減を図るた
め、学校法人が設置する私立学校の経常経費に
対して助成します。

  私立高等学校に在籍する生徒の保護者負担の
軽減を図るため、学校法人が生徒の授業料又は入
学金を軽減した場合に、当該軽減額に対して助成
します。

4811万8千円

32億6241万8千円
2億2617万7千円

  合併市町村の均衡ある発展と新しいまちづくりを
支援するため、交付金を交付します。

  市町村が主役の元気な長野県づくりを進めるた
め、市町村や公共的団体が住民とともに、自らの知
恵と工夫により自主的、主体的に取り組むモデル
的で発展性のある事業に対して、支援金を交付し
ます。


